(様式２）
全国連（甲）⇔連合会（乙）

全国連（甲）⇔単協（乙）又は４号会員（乙）
連合会（甲）⇔単協（乙）

配合飼料価格差補塡基本契約書




（以下「甲」という。）と
（以下「乙」という。）は、一般社団法人全国畜産配合飼料価格安定基金（以下「畜産基金」という。）業務方法書（以下「業務方法書」という。）に基づき、配合飼料の価格差補塡について次のとおり契約する。
（数量契約）

第１条　甲と乙は、この契約の対象期間に属する各事業年度の開始前に、当該　年度に係る配合飼料価格差補塡数量契約(以下「数量契約」という。）を締結するものとする。
（通常補塡積立金の納入）
第２条　乙は、数量契約を締結した場合は、業務方法書第11条の規定に基づき定められた単位数量当たりの通常補塡積立金の額に当該四半期に係る数量　契約の対象数量を乗じて得た金額を、通常補塡積立金として、当該四半期の開始前に、甲に納入するものとする。
２　乙は、前項の規定による通常補塡積立金の納入が遅れた場合は、年利率14.6パ－セントの割合で延滞利息を納入するものとする。
（通常価格差補塡金及び異常価格差補塡金の交付）
第３条　甲は、数量契約を締結した場合において業務方法書第19条及び、第21条並びに第23条の7及び第23条の9の規定により、乙に対して通常価格差補塡金及び、異常価格差補塡金を交付するものとする。
（通常価格差補塡金及び異常価格差補塡金の返還等）
第４条　甲は、乙が業務方法書第23条第1号又は第2号（第23条の11において準用する場合を含む。）に該当する場合には、乙に対し、通常価格差補塡　金及び異常価格差補塡金の全部若しくは一部を交付せず、又はすでに交付　したこれらの価格差補塡金の全部若しくは一部を返還させることができるものとする。
（契約の解除等）
第５条　甲は、乙が故意又は重大な過失によりこの契約を違反したときは、こ　の契約を解除することができるものとする。この場合において、乙は、この契約の残余の期間において納入すべき通常補塡積立金の額に相当する金額を甲に納入しなければならない。
２　乙は、甲がやむを得ない事由があると認めた場合に限り、この契約の残余の期間において納入すべき通常補塡積立金の額に相当する金額を甲に納入して、この契約を解除することができる。ただし、やむを得ない事由があると認められた場合に限り、その納入を猶予又は免除することができる。
３　乙は、畜産基金の承認を得て、乙が締結した2号会員又は4号会員の加入生産者から業務方法書第9条の2による基金間移動の申請によりこの契約を解除することができる。
（個人情報の保護）
第６条　甲は、加入生産者の個人情報について細心の注意を持って管理し、当該個人情報は本契約に関する目的のみに使用するものとする。
（契約対象期間）
第７条　この契約の対象期間は、令和　　年　　月1日から令和　　年3月31日までとする。
（その他）
第８条　この契約に定めるもののほか、この契約の履行に関し必要な事項は、業務方法書及びこれに基づく細則に定めるところによるものとし、その他の　事項については甲乙協議のうえ定めるものとする。

　上記契約の証として契約書2通を作成し、甲乙各1通を保有する。
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